
ていねの相談室パレード（一般相談支援・特定相談支援・障害児相談支援）運営規程

（事業の目的）

第１条 株式会社パレードが開設するていねの相談室パレード（以下「事務所」という。）において実

施する相談支援の事業（一般相談支援・特定相談支援・障害児相談支援）の適正な運営を確保

するために、必要な人員及び運営管理に関する事項を定め、事業の円滑な運営管理を図るとと

もに、一般相談支援（地域移行支援及び地域定着支援をいう）及び特定相談支援、障害児相談

支援を利用する障害者（以下「利用者と言う」）に対し適切な相談及び援助を行う事を目的と

する。

（運営方針）

第２条 事業所は、利用者がその有する能力及び適正に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて利用者又は、障害児

の保護者の選択に基づき、適切な障害福祉サービス等が、多様な事業所から、総合的かつ効率

的に提供されるよう配慮して指定相談支援を行うものとする。

（１）指定相談支援の実施にあたっては、利用者又は障害児の保護者の意思及び人格を尊重し、常に

利用者又は障害児の保護者の立場に立って、利用者に提供される障害福祉サービス等が特定の

種類又は特定の障害福祉サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行うもの

とする。

（２）指定相談支援の事業の運営にあたっては、関係市町村、障害福祉サービス事業所等との連携を

図り、地域において必要な社会資源の改善、開発に努めるものとする。

（業務継続計画の作成に関する事項）

第３条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対し必要なサービスの提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものとする。

事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練

を定期的に実施するものとする。

事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行

うものとする。

（衛生管理等）

事業所は、従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行う。

事業所は、当事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努める。

事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講ずる。

事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を

定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。

事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。

事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を

定期的に実施する。

（虐待防止のための措置）

利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行な



うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるものとする。

（虐待の防止）

事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講ずるもの

とする。

事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図る。

事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。

上記に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。

（事業所の名称等）

第４条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりです。

（１）名 称 ていねの相談室パレード

（２）所在地 札幌市手稲区西宮の沢 4条 3丁目 3－2 304 号

（職員の職種、員数及び職務の内容）

第５条 事業所における職員の職種、員数及び職務の内容は次のとおりとする。

（１）管理者 １名

管理者は、事業所の相談支援専門員、その他の従業者の管理、指定相談支援の利用の申込に係

る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行う。

（２）相談支援専門員 1名以上（常勤 1名以上）

相談支援専門員は、地域の利用者からの日常生活全般に関する相談業務及びサービス利用計画

の作成に関する業務を行う。

（営業日及び営業時間）

第６条 事業所の営業日及び営業時間は、次のおおりとする。

（１）営 業 日 月曜日から金曜日までとする。

ただし、国民の祝日、12月 29 日から 1月 3日までを除く。

（２）営業時間 8時 30 分から 17 時 30 分までとする。

（３）サービス提供時間 8時 30 分から 17時 30 分までとする。

（主たる対象者）

第７条 事業所において指定相談支援を提供する主たる対象者は、次とおりとする。

（１）身体障害者

（２）知的障害者

（３）精神障害者

（４）難病等対象者

（５）障害児

（指定一般相談支援事業の内容）

第８条 事業所で行う指定一般相談支援事業の内容は、次のとおりとする。

（１）基本相談支援

（２）地域移行支援



①地域移行支援計画の作成

②入所施設や精神科病院への訪問による利用者に対する相談及び援助

③障害福祉サービスの体験的な利用等に係わる同行による必要な支援

④一人暮らしに向けた体験的な宿泊に係わる支援

（３）地域定着支援

①地域定着支援台帳の作成

②利用者に対する常時の連絡体制の確保

③緊急時における一時的な滞在等による支援

（特定指定相談支援の内容）

第９条 事業所で行う指定特定相談支援事業の内容は、次のとおりとする

（１）利用者の日常生活全般に関する相談業務。

（２）サービス利用計画の作成

（３）サービス利用計画に基づく障害福祉サービスの提供を確保するための視程障害福祉サービス事

業者等との連絡調整

（４）利用者の居宅の訪問による継続的なモニタリング

（５）その他の必要な支援、助言等

サービス利用計画は、次に揚げる事項を定めるものとする。

（１）利用者及びその家族の生活に対する意向、利用者の総合的な援助の方針並びに生活全般の解決す

べき課題

（２）提供される障害福祉サービスの目標及びその達成時期

（３）障害福祉サービスの種類、内容、量、日時、利用及びこれを担当とする者

（４）障害福祉サービスを提供するうえでの留意事項

（障害児相談支援の内容）

第１０条 事業所で行う障害児相談支援事業の内容は、次のとおりとする

（１）利用者の日常生活全般に関する相談業務。

（２）サービス利用計画の作成

（３）サービス利用計画に基づく障害福祉サービスの提供を確保するための視程障害福祉サービス事

業者等との連絡調整

（４）利用者の居宅の訪問による継続的なモニタリング

（５）その他の必要な支援、助言等

サービス利用計画は、次に揚げる事項を定めるものとする。

（１）利用者及びその家族の生活に対する意向、利用者の総合的な援助の方針並びに生活全般の解決す

べき課題

（２）提供される障害福祉サービスの目標及びその達成時期

（３）障害福祉サービスの種類、内容、量、日時、利用及びこれを担当とする者

（４）障害福祉サービスを提供するうえでの留意事項

（指定相談支援事業の提供方法）

第１１条 指定相談支援の提供にあたっては、利用者の立場に立って親切丁寧に行うことを旨とし、利

用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について理解しやすいように説明を行うと

ともに、必要に応じ、同じ障害を有する者による支援等適切な手法を通じ行うものとする。



（通常の事業の実施地域）

第１２条 通常の実施地域は、札幌市手稲区、西区とする。

（地域生活支援拠点等の機能を担う事業所）

第１３条 事業所は「障害福祉サービス等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（平 成 18 年厚生

労働省告示第 395 号）第一の二の 3 に規定する地域生活支援拠点等として次の 機能を担う。

（1） 相談 常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に必要な サービスのコー

ディネートや相談その他必要な支援を行う機能

（2） 緊急時の受入れ・対応 短期入所を活用した常時の緊急受入体制等を確保した上で、介護者の急病や

障害 者の状態変化等の緊急時の受入れ及び対応をする機能

（3） 体験の機会・場 病院又は施設からの地域移行、親元からの自立等に当たり、共同生活援助等の 障害

福祉サービスの利用、一人暮らし等の体験の機会及び場を提供する機能

（4） 専門的人材の確保及び養成 医療的ケアが必要な者、行動障害を有する者、高齢化に伴い障害が重度

化した者 等に対して、専門的な対応を行うことができる体制の確保及び専門的な対応を すること

ができる人材の養成を行う機能

（5） 地域の体制づくり 地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保や、地域の社会資源の

連携体制の構築等を行う機能

（複数の指定特定相談支援事業所による一体的管理運営体制）

第１４条 事業所は障害者総合支援法に基づき、指定特定相談支援事業所間で一体的な管理運営を行う

ことで、支援困難ケースへの積極的な対応を行うほか、専門性の高い人材を確保し、地域全体で本

人の意志を中心に据えた質の高いマネジメントを提供することを目的として複数の指定特定相談

支援事業所による共同体を構成し、一体的な管理運営体制をとる。

（１）共同体の構成員

相談センターさくら

福祉支援室 育

にし社会福祉士事務所

相談室つむぐ

ていねの相談室パレード

（２）共同体は、一体的な管理運営について、厚生労働大臣が定める基準及び、総合支援法に基づく指定障

害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制

定に伴う実施上の留意事項を遵守する。

（３）共同体は、各々の指定特定相談支援事業所の運営規程、重要事項説明書等に一体的な管理運営を行っ

ている旨記載する。

（４）共同体は、原則、全職員が参加するケース共有会議、事例検討会等を月２回以上共同で実施するとと

もに、利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項の伝達等を目的とした会議を

定期的（週１回）に開催する。

（５）共同体は、24 時間の連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保す

る。

（６）共同体は、新規に採用した全ての相談支援専門員に対し、相談支援従事者現任研修を修了した相談支

援専門員の同行による研修を実施する。



（７）共同体は、基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が

困難な事例に係る者に指定計画相談支援を提供する。

（８）共同体は、基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加する。

（９）共同体は、各々の指定特定相談支援事業所の運営規程において、市町村により地域生活支援拠点等と

して位置付けられていることを定める。

（10）共同体は、専ら指定計画相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員を合計４名以上（うち一名以

上が相談支援従事者現任研修を修了している）配置する。

（11）共同体は、各々の指定特定相談支援事業所において、専ら指定計画相談支援の提供に当たる常勤の相

談支援専門員を１名以上配置する。

（12）共同体は、各々の指定特定相談支援事業所において、それぞれ取扱件数を 40 未満とする。

（その他運営に関する重要事項）

第１５条 事業所は、職員の資質の向上のために研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、職員

の勤務体制についても整備するものとする。

（１）採用時研修 採用後１か月以内

（２）継続研修 年 2回

（３）職員は、その業務上知り得た利用者並びにその家族の秘密を保持するものとする。

（４）職員であった者が、業務上知り得た利用者並びにその家族の秘密を保持するよう、職員でなくな

った後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を職員との雇用契約の内容とする。

（５）事業所は、サービス担当者会議等において、利用者並びにその家族に関する個人情報を用いる場

合には、あらかじめ文書により利用者並びにその家族の同意を得るものとする。

附 則

この規程は令和 6年 12 月 1 日から施行する。

この規程は令和 7年 2月 1日から施行する。


